
 1. 継続組織の前提に関する注記
該当ありません。

 2. 重要な会計方針
(1)有価証券の評価基準及び評価方法
該当ありません。

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法
最終仕入原価法を採用しております。

(3)固定資産の減価償却の方法
建物は、平成10年3月31日以前に取得したものは定率法、平成10年4月1日以後に取得したものは定額法を採用しております。
建物附属設備、構築物は、平成28年3月31日以前に取得したものは定率法、平成28年4月1日以後に取得したものは定額法を採用しております。
車両運搬具、什器備品は定率法を使用しております。ソフトウェアは定額法を採用しております。

(4)引当金の計上基準
期末退職給与の自己都合用支給額に相当する金額のうち当協会が負担する金額を計上しております。

(5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

 3. 会計方針の変更
該当ありません。

 4. 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位:円)

 5. 基本財産及び特定資産の財源等の内訳
基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位:円)

 6. 担保に供している資産
該当ありません。

 7. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 （直接法により減価償却を行っている場合）
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位:円)

建物
建物附属設備
構築物
車両運搬具
什器備品
医療用機械備品
ソフトウェア
リース資産

財務諸表に対する注記

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
基本財産

土地 55,429,990 0 0 55,429,990
小計 55,429,990 0 0 55,429,990

特定資産
退職給付引当資産 24,638,214 2,887,261 8,043,194 19,482,281
会館建設積立資産 320,098,686 55,204,117 0 375,302,803
奨学金積立資産 14,500,674 4,000,290 0 18,500,964
災害積立資産 5,008,459 363,329 0 5,371,788
訪問看護ＳＴ運営資産 6,000,233 58 0 6,000,291
公益事業運営資産 6,647,549 5,700,072 7,281,473 5,066,148

小計 376,893,815 68,155,127 15,324,667 429,724,275
合計 432,323,805 68,155,127 15,324,667 485,154,265

科目 当期末残高
(うち指定正味財産

からの充当額)
(うち一般正味財産

からの充当額)
(うち負債に対応す

る額)
基本財産

土地 55,429,990 ― (55,429,990) ―
小計 55,429,990 ― (55,429,990) ―

特定資産
退職給付引当資産 19,482,281 ― (19,482,281)
会館建設積立資産 375,302,803 ― (375,302,803) ―
奨学金積立資産 18,500,964 ― (18,500,964) ―
災害積立資産 5,371,788 (363,229) (5,008,559) ―
訪問看護ＳＴ運営資産 6,000,291 ― (6,000,291) ―

(19,482,281)

科目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

公益事業運営資産 5,066,148 (5,066,076) (72) ―
小計 429,724,275 (5,429,305) (404,812,689) (19,482,281)

その他固定資産
336,726,798 225,834,096 110,892,702

合計 485,154,265 (5,429,305) (460,242,679)

4,616,011 4,616,004 7
44,975,073 38,691,238 6,283,835

108,374,439 97,198,558 11,175,881
11,709,400 11,351,419 357,981

9,892,080 4,598,880 5,293,200
小計 524,689,817 388,029,504 136,660,313

220,000 219,999 1
8,176,016 5,519,310 2,656,706

合計 524,689,817 388,029,504 136,660,313



 8. 債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高
（貸倒引当金を直接控除した残額の実を記載した場合）

債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は、次のとおりである。
(単位:円)

 9. 保証債務(債務保証を主たる目的事業としている場合を除く。)等の偶発債務
該当ありません。

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当ありません。

11. 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
(単位:円)

12. 基金及び代替基金の増減額及びその残高
該当ありません。

13. 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
(単位:円)

14. 関連当事者との取引の内容
該当ありません。

15. キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引
該当ありません。

16. 重要な後発事象
該当ありません。

17. その他
該当ありません。

未収会費 7,000 0 7,000
未収金 47,299,645 0 47,299,645

科目 債権金額 貸倒引当金の当期末残高 債権の当期末残高

長期貸付金 10,084,000 0 10,084,000
合計 60,186,913 0 60,186,913

立替金 2,796,143 0 2,796,143
仮払金 125 0 125

貸借対照表上
助成金

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

合計 0 8,752,605 8,752,605 0

「-」
小学校休業等対 新潟県労働局 13,355 13,355 0 「-」
法人会員への助成金 公益社団法人 0 8,739,250 8,739,250 0

　公益目的事業支出による振替額 3,717,473
　能登半島地震被災者支援および
　活動資金の支出による振替額

136,771

合計 4,125,759

内容 金額
経常収益への振替額
　減価償却費計上による振替額 271,515


